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溶接施工法の組合せについて 
 

１． はじめに   
溶接施工法の組合せについて、溶接規格 2012 年版/2013 年追補では、２つ以上の異

なる溶接方法を組合せて行う場合にあっては、その組合せごとに確認試験が必要な規定
である。一方、2020 年版では、本規定を改定し、２つ以上の溶接方法の組合せとなる溶
接において、既に確認されている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は、組合せの溶
接施工法確認試験を省略できる規定である。また、組合せに際しては、母材の厚さの制
限についての規定があり、さらに確認項目は、第 2 部で許容された範囲で用いられるこ
とが求められるため、組み合わせに際して注意すべき事項がある。 

また、本規定の運用にあたっては、既に確認されている溶接施工法が旧年版の溶接規格
に基づき取得されている場合は、2020 年版にて読み替えを行った上で、組合せを行う必
要がある。これらに関して本文書にて具体的な考え方を記す。 

 
２． 溶接施工法の組合せに関する溶接規格における記載内容 

 本項では、１項で述べた溶接規格 2020 年版および 2012 年版/2013 年追補での溶接
施工法の組合せに関する記載箇所の詳細を記す。 
 
溶接方法の組合せに関して、溶接規格 2020 年版では、第２部に下記の記載がある。 
 
WP-310 溶接方法 

(1)溶接方法の区分は，(2)の場合を除き，表 WP-310-1 に示す溶接方法の種類ごと
又はその組合せを１区分とする。 
２つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認されている溶接施工法
を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を省略してもよい。 

 
  また、第４部の解説では、下記の通り解説されている。 
   （解説） 

１．溶接方法 
(1)JIS Z 3040 (1995)「溶接施工法の確認試験方法」，JIS B 8285 (2010)「圧力容器の
溶接施工法の確認試験」及び ASME Sec. Ⅸ（2017）の規定を参考にして，溶接規格
2019 年追補で個々の溶接方法での確認試験が行われていれば，個々の溶接方法を組
合せた溶接施工法が適用できるように改定した。 
(2) 既に確認試験が行われている溶接方法を組合せて溶接施工を行う場合の溶接を
行うことができる厚さは，その溶接方法で確認試験が行われた時に認定された母材
の厚さ以下となる。 

資料 2 
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片側からの完全溶け込み溶接を行う初層溶接の溶接方法との組合せの溶接施工法で
の初層溶接に対しては，母材の厚さの制限は制限していない。 
(3) 異なる溶接方法を組合せて溶接施工法確認試験を行う場合の組合せ溶接方法の
例を解説表 WP-310-1 に示す。 
(4) 溶接規格 2019 年追補でフラックス入りワイヤとソリッドワイヤは，異なる心線
の区分として規定するように改定していることにより，フラックス入りワイヤを使
用する溶接とソリッドワイヤを使用する溶接は，異なる溶接施工法になる。 
(5) 肉盛溶接部（開先面の肉盛を含む）及びクラッド溶接部については，母材とみな
し溶接方法の組合せの確認を必要としなくてもよいことにしている。この場合にお
ける肉盛溶接部及びクラッド溶接部の母材の区分は，溶接材料に相当するとしてい
る。 
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 正誤表 NB1-2020-1.pdf： 2022/04/13 発行済みの内容を掲載 
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なお、溶接規格 2012 版/2013 年追補では、下記のとおり記載されている。 
 
 WP-301 溶接方法 
 溶接方法の区分は，次に掲げる場合を除き，表 WP-301-1 に掲げる区分の通りとす
る。ただし，２つ以上の異なる溶接方法を組合せて行う場合にあっては，その組合せご
とに１区分とする。 
 
 また、第４部の解説では、下記の通り記載されている。 
 
(1) 溶接方法の組合せ 

異なる溶接方法を用いて溶接を行う場合は，それぞれの溶接方法が別個に確認され
ていても組合せによる確認が必要である。ただし，肉盛溶接部（開先面の肉盛を含む） 
及びクラッド溶接部については，母材とみなし溶接方法の組合せの確認を必要としな
い。この場合において，母材の区分は，溶接材料に相当する区分とする。 
なお，これらの例を解説表 WP-301-1 に示す。 
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３． 運用にあたっての補足 
 運用にあたって補足が必要な事項として、下記の内容を質疑応答に記載することによっ
て、実運用において網羅的に問題なく運用できると考えられる。 
 

 既に確認されている溶接施工法が旧年版である場合、2020 年版にて読み替えを
行った上で、組合せを行う。 

 
 2020 年版の解説の「片側からの完全溶け込み溶接を行う初層溶接の溶接方法と

の組合せの溶接施工法での初層溶接に対しては，母材の厚さの制限は制限してい
ない。」とは、初層溶接の積層はルート部だけであり、母材厚さの制限はないとい
う意図である。しかし、前文の「その溶接方法で確認試験が行われた時に認定さ
れた母材の厚さ以下となる。」に従うことから、組み合わせる溶接施工法の厚さ
の範囲内とする必要がある。 

  
 組合せにあたって、既に確認されている溶接施工法の確認項目が、組合せた際も

同様に、それぞれの溶接方法の確認項目となる。具体的に注意すべき確認項目に
ついては添付資料-1 に示す。このため、例えば、PWHT がありとなしの施工法
を組合せた場合、組合せた溶接部内において、この溶接法は PWHT あり、こち
らの溶接法は PWHT なしとした溶接は実現できない。 
 
なお、具体的な事例として、下記が挙げられる。 
 

【組み合わせることが許容される例】 
確認項目の区分の変更と見なされない場合（例：裏ガス保護なし→あり） 
確認試験が省略される場合（例：同じ P 番号・異なる Gr.番号への適用） 

 
【組み合わせることが許容されない例】 
「母材の区分」が異なる継手に適用すること 
「母材の厚さ」を超える厚さの母材の溶接に適用すること 
「溶接後熱処理なし」の施工法を、PWHT を行う継手に適用すること 
「溶接後熱処理あり」の施工法を、PWHT を行わない継手に適用すること 
「予熱なし」の施工法を、予熱を行う継手に適用すること 
「予熱あり」の施工法を、予熱を行わない継手に適用すること 
「衝撃試験なし」の施工法を衝撃試験が要求される継手に適用すること 

 
以上のような観点から組み合わせる場合の条件を確認項目別に整理すると添付資料-１
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のとおりである。 
 

 運用時の具体的な事例として、２つ以上の溶接方法の組合せを行った場合の、溶
接作業記録様式の例を今後示す。 
 

４． 初層溶接部の溶接技能者資格との関係 
溶接施工法の確認項目に溶接方法において、2020 年版では TF、TB、TFB は、T へ、

Ao は A へ Mo は M へ統合したが、溶接技能者の区分において、これらは維持したま
まである（表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）を参照）。溶接施工法と溶接
技能者の対応については、溶接方法 T、A、M を用いる溶接施工法で、初層溶接を行う
技能を有する溶接技能者であることを溶接詳細一覧表および溶接記録に記載すること
で運用できる。 

添付資料-2 に様式例を示す。 
 

初層ティグ溶接における初層部の厚さの定義は、表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶
接技能者）の（注）９および溶接規格第 4 部の解説にて次の通り記載している。 

 
初層部についてのみ行う溶接方法であり，T F の場合の厚さは残層部の溶接方法によ
り抜け落ち又は裏波形状に影響を及ぼさない程度の厚さとする。なお，TFB について
も TF の場合に準じた厚さとする。 
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５． まとめ 
 溶接規格 2020 年版の内容に対して、下記の通り、質疑応答等にて補足事項を追加する。 
 
 溶接規格 2020 年版 第２部、第４部の記載の箇所については変更なしとする。 
―溶接規格 2020 年版 第２部－ 
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WP-310 溶接方法 
(1)溶接方法の区分は，(2)の場合を除き，表 WP-310-1 に示す溶接方法の種類ごと又はそ
の組合せを１区分とする。 
２つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認されている溶接施工法を組合
せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を省略してもよい。 
 
―溶接規格 2020 年版 第４部－ 
（解説） 
１．溶接方法 
(1)JIS Z 3040 (1995)「溶接施工法の確認試験方法」，JIS B 8285 (2010)「圧力容器の溶接施
工法の確認試験」及び ASME Sec. Ⅸ（2017）の規定を参考にして，溶接規格 2019 年追補
で個々の溶接方法での確認試験が行われていれば，個々の溶接方法を組合せた溶接施工法
が適用できるように改定した。 
(2) 既に確認試験が行われている溶接方法を組合せて溶接施工を行う場合の溶接を行うこ
とができる厚さは，その溶接方法で確認試験が行われた時に認定された母材の厚さ以下と
なる。 
片側からの完全溶け込み溶接を行う初層溶接の溶接方法との組合せの溶接施工法での初層
溶接に対しては，母材の厚さの制限は制限していない。 
(3) 異なる溶接方法を組合せて溶接施工法確認試験を行う場合の組合せ溶接方法の例を解
説表 WP-310-1 に示す。 
(4) 溶接規格 2019 年追補でフラックス入りワイヤとソリッドワイヤは，異なる心線の区分
として規定するように改定していることにより，フラックス入りワイヤを使用する溶接と
ソリッドワイヤを使用する溶接は，異なる溶接施工法になる。 
(5) 肉盛溶接部（開先面の肉盛を含む）及びクラッド溶接部については，母材とみなし溶接
方法の組合せの確認を必要としなくてもよいことにしている。この場合における肉盛溶接
部及びクラッド溶接部の母材の区分は，溶接材料に相当するとしている。 
 
 
 下記事項を補足する。 
(1) 既に確認されている溶接施工法を旧年版の溶接規格にて取得している場合、溶接規格

2020 年版に従い読み替えを行った上で、２つ以上の溶接方法の組合せを行う。 
(2) ２つ以上の溶接方法の組合せにあたって、既に確認されている溶接施工法の確認項目が、

組合せた溶接施工法においても同様に、それぞれの溶接方法に対する確認項目となる。 
(3) ２つ以上の溶接方法の組合せにあたって、注意すべき確認項目について、確認項目別に

整理を行った表で示す。添付資料-1 
(4) 運用時の具体的な事例として、２つ以上の溶接方法の組合せを行った場合の、溶接作業
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記録様式の例を示す。添付資料-2 
以上
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添付資料―１                          取得済の 2 つ以上の施工法を組み合わせる場合の条件 

確認項目 
取得済の2つ以上の施工法を組み合わせる場合の条件 2020年版に読み替えを行う場合の留意点 

１ ２ ３  
WP-310 溶接方法    TF、TB、TFB、Ao、Moは2020年版の区分に読

替える 
WP-321 母材の種類 同じ母材の種類の区分のもの 衝撃試験を行う場合は、グループ番号も同じ

もの 
  

WP-322 母材の厚さ 組み合わせる施工法の母材の厚さを超えない    
WP-331 溶接金属     
WP-332 溶接棒    溶接金属の番号に2020年版では改定がある 
WP-333 溶加材     

WP-334 心線    Mのソリッドワイヤ、フラックス入りワイヤの区分は、 
2020年版では確認項目 

WP-335 ウェルドインサート     
WP-336 フラックス     
WP-341 シールドガス    シールドガス成分は2020年版では確認項目 

WP-342 裏面からのガス保護 
「なし」を「あり」を組み合わせる場合は、 

「あり」とする  
  

WP-343 裏当て 「用いる」と「用いない」と 
組み合わせることはできない 

「溶融性」と「非溶融性」を 
組み合わせることはできない 

  

WP-344 電極     
WP-345 溶接機     
WP-346 予熱 「行う」または「行わない」もの同士を組み合わせる    
WP-350 溶接後熱処理 「行う」または「行わない」もの同士を組み合わせる    
WP-361 ノズル     
WP-362 電圧及び電流     
WP-363 揺動     
WP-364 当て金     
WP-371 リガメントの幅     

WP-381 衝
撃
試
験
が
要

求
さ
れ
る
場
合 

層 「多層」同士を組み合わせる   衝撃試験の要求がない場合は関係しない 
WP-382 溶接姿勢 同じ溶接姿勢のもの   同上 
WP-383 パス間温度 溶接方法ごとに設ける   同上 
WP-384 溶接入熱 溶接方法ごとに設ける   同上 
WP-385 衝撃試験温度 異なる温度の場合は、高い温度   同上 

注）2012 年版/2013 年追補以前の溶接施工法は、溶接施工法確認試験の記録に基づき、2020 年版に読み替えした上で組み合わせる 
電子ビーム溶接、レーザビーム溶接においては特有の確認項目があるが、それらは他の溶接方法との組み合わせにおいて特に条件はなく、そのまま適用する。 
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添付資料―２                                                                              検討中 
                                   溶接部詳細一覧表での記載例 
 

 

溶接記録での記載例 

溶接規格では溶接方法の施工順は規定して

いないが、初層部については溶接技能者の資

格が、裏波を形成できる技能を有するか確認

する。 
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(以下は参考資料) 
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公開会合での WP-310 に関する質問事項 
（第４回会合） 
（ｂ）「WP-310 溶接方法」に、「2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において、既に確認されている
溶接施工法を組み合わせて溶接を行う場合は、組合せの溶接施工法確認試験を省略してもよい」と規定さ
れました。次の１）及び２）の場合、どのように適用するのか説明して下さい。 
１）「組み合わせ施工法の場合、初層限定の溶接方法を除き、順番を問わない」との説明がありましたが、
例えば T（ティグ溶接）の施工法における初層限定の施工法と組合せ施工法とはどのように識別をするの
か。 
２）「複数の異なる標記が存在するなどの問題が多数あるが、改定により解消される」とのことですが、具
体的にどのような問題があり、今後どのように改定されるのか。 

 

 
 
（第５回会合） 
（ａ） 「WP-310 溶接方法」の(1)において、確認済みの溶接施工法を組み合わせて使用することが認め
られた。その場合の母材の厚さの制限について解説「WP-310 溶接方法」の 1.(2)に関し、以下について説
明して下さい。 
1） T(10mm 以下)の施工法と ST(20mm 以下)の施工法を TF+ST で使用する場合、溶接を行える厚さは
20mm 以下(T については、TF として適用するため無制限となる)という認識でよいか。 
２）上記１）の認識でよければ、当該溶接部(20mm の場合)の溶接部に対し手直し溶接を手動ティグで行お



2024 年 2 月 16 日 
(一社) 日本機械学会 発電用設備規格委員会 原子力専門委員会 溶接分科会 

 

17 
 

うとする場合は、T(20mm 以下)の施工法が無いと施工できないという認識でよいか。 
３）片側からの裏当てを用いた溶接や隅肉溶接の場合の初層溶接(TFB)については、母材の厚さは制限され
るという認識でよいか。 

 

 
 
 


